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令和２年度能美市４月補正予算の概要



１.はじめに

① 安全安心対策

② 家計対策

③ 経済対策

※詳細については６～７ページに記載

今回の補正予算は、全国で感染が拡大している新型コロナウイルス感染症対
策強化のため緊急に必要となる予算を編成しました。石川県と連携した支援策
や、能美市の事情にも寄り添った対策を行うため、以下の３本の柱をもとに各種
施策を講じ、取り組んでいきます。

新型コロナウイルス感染症対策の強化 
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２.会計別予算額

（単位：千円、％）

補正前額 4月補正額 補正後累計額 同期予算額 増減額 増減率

  一般会計 21,860,000 315,000 22,175,000 22,500,000 △ 325,000 △ 1.4

  特別会計 9,524,600 0 9,524,600 9,581,900 △ 57,300 △ 0.6

 国民健康保険特別会計 4,500,000 0 4,500,000 4,588,000 △ 88,000 △ 1.9

 後期高齢者医療特別会計 630,000 0 630,000 601,100 28,900 4.8

 介護保険特別会計 4,378,200 0 4,378,200 4,269,400 108,800 2.5

 温泉事業特別会計 16,400 0 16,400 17,100 △ 700 △ 4.1

 農業集落排水事業特別会計 0 0 0 106,300 △ 106,300 皆減

8,358,600 0 8,358,600 8,774,000 △ 415,400 △ 4.7

収益 983,100 0 983,100 932,400 50,700 5.4

資本 433,200 0 433,200 695,500 △ 262,300 △ 37.7

収益 439,900 0 439,900 411,800 28,100 6.8

資本 304,400 0 304,400 513,900 △ 209,500 △ 40.8

収益 1,727,400 0 1,727,400 1,624,400 103,000 6.3

資本 1,583,700 0 1,583,700 1,601,900 △ 18,200 △ 1.1

収益 2,487,500 0 2,487,500 2,557,600 △ 70,100 △ 2.7

資本 399,400 0 399,400 436,500 △ 37,100 △ 8.5

39,743,200 315,000 40,058,200 40,855,900 △ 797,700 △ 2.0

区　　　　　　分

  水道事業会計

  工業用水道事業会計

 下水道事業会計

  市立病院事業会計

元年度 比　　　　較２年度

  企業会計

合　　　　　　計
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３.一般会計予算額

（１）歳入 （単位：千円、％）

補正前額 4月補正額 補正後累計額 構成比 同期予算額 構成比 増減額 増減率

1 市税 8,350,000 0 8,350,000 37.7 8,048,000 35.8 302,000 3.8

2 地方譲与税 217,000 0 217,000 1.0 188,972 0.8 28,028 14.8

3 利子割交付金 4,000 0 4,000 0.0 12,000 0.1 △ 8,000 △ 66.7

4 配当割交付金 23,000 0 23,000 0.1 20,000 0.1 3,000 15.0

5 株式等譲渡所得割交付金 13,000 0 13,000 0.1 25,000 0.1 △ 12,000 △ 48.0

6 法人事業税交付金 79,000 0 79,000 0.4 0 0.0 79,000 皆増

7 地方消費税交付金 1,044,000 0 1,044,000 4.7 910,000 4.0 134,000 14.7

8 ゴルフ場利用税交付金 34,000 0 34,000 0.2 30,000 0.1 4,000 13.3

9 環境性能割交付金 20,000 0 20,000 0.1 12,000 0.1 8,000 66.7

10 地方特例交付金 50,000 0 50,000 0.2 139,000 0.6 △ 89,000 △ 64.0

11 地方交付税 3,950,000 0 3,950,000 17.8 4,130,000 18.4 △ 180,000 △ 4.4

12 交通安全対策特別交付金 3,400 0 3,400 0.0 4,000 0.0 △ 600 △ 15.0

13 分担金及び負担金 286,593 0 286,593 1.3 380,039 1.7 △ 93,446 △ 24.6

14 使用料及び手数料 290,590 0 290,590 1.3 291,328 1.3 △ 738 △ 0.3

15 国庫支出金 2,145,779 315,000 2,460,779 11.1 2,282,895 10.1 177,884 7.8

16 県支出金 1,029,997 0 1,029,997 4.7 1,051,745 4.7 △ 21,748 △ 2.1

17 財産収入 17,230 0 17,230 0.1 95,680 0.4 △ 78,450 △ 82.0

18 寄附金 65,087 0 65,087 0.3 41,869 0.2 23,218 55.5

19 繰入金 2,014,311 0 2,014,311 9.1 1,682,375 7.5 331,936 19.7

20 繰越金 50,000 0 50,000 0.2 50,000 0.2 0 0.0

21 諸収入 307,413 0 307,413 1.4 323,897 1.4 △ 16,484 △ 5.1

22 市債 1,865,600 0 1,865,600 8.4 2,750,200 12.2 △ 884,600 △ 32.2

△ 自動車取得税交付金 0 0 0 0.0 31,000 0.1 △ 31,000 皆減

21,860,000 315,000 22,175,000 100.0 22,500,000 100.0 △ 325,000 △ 1.4

＊構成比が0.05未満の場合は0.0の表示となります。

＊表示単位未満を端数処理しているため、構成比が一致しないことがあります。

補正前額 4月補正額 補正後累計額 構成比 同期予算額 構成比 増減額 増減率

11,381,224 0 11,381,224 51.3 10,913,188 48.5 468,036 4.3

10,478,776 315,000 10,793,776 48.7 11,586,812 51.5 △ 793,036 △ 6.8

21,860,000 315,000 22,175,000 100.0 22,500,000 100.0 △ 325,000 △ 1.4

◆自主財源　・・・　市が自主的に調達できる収入

市税、分担金及び負担金、使用料及び手数料、財産収入、寄附金、繰入金、繰越金、諸収入

◆依存財源　・・・　国や県を通じて一定の基準や割り当てにより配分される収入

地方譲与税、各種交付金、地方交付税、国庫支出金、県支出金、市債

区　　　　　　分

区　　　　　　分

合　　　　　　計

２年度 元年度 比　　　　較

２年度 元年度 比　　　　較

自  主  財  源

依  存  財  源

合　　　　　　計
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（２）歳出（目的別） （単位：千円、％）

補正前額 4月補正額 補正後累計額 構成比 同期予算額 構成比 増減額 増減率

1 議会費 209,601 0 209,601 1.0 211,768 1.0 △ 2,167 △ 1.0

2 総務費 2,208,878 5,190 2,214,068 10.0 2,008,709 8.9 205,359 10.2

3 民生費 8,107,336 101,510 8,208,846 37.0 7,678,992 34.1 529,854 6.9

4 衛生費 1,614,126 6,880 1,621,006 7.3 1,767,360 7.9 △ 146,354 △ 8.3

5 労働費 23,842 0 23,842 0.1 24,710 0.1 △ 868 △ 3.5

6 農林水産業費 402,860 0 402,860 1.8 433,554 1.9 △ 30,694 △ 7.1

7 商工費 503,401 100,100 603,501 2.7 569,364 2.5 34,137 6.0

8 土木費 2,080,631 0 2,080,631 9.4 2,305,376 10.3 △ 224,745 △ 9.7

9 消防費 1,050,938 101,320 1,152,258 5.2 953,062 4.2 199,196 20.9

10 教育費 2,847,265 0 2,847,265 12.8 3,661,248 16.3 △ 813,983 △ 22.2

11 災害復旧費 250 0 250 0.0 250 0.0 0 0.0

12 公債費 2,702,779 0 2,702,779 12.2 2,796,657 12.4 △ 93,878 △ 3.4

13 諸支出金 88,093 0 88,093 0.4 68,950 0.3 19,143 27.8

14 予備費 20,000 0 20,000 0.1 20,000 0.1 0 0.0

21,860,000 315,000 22,175,000 100.0 22,500,000 100.0 △ 325,000 △ 1.4

＊構成比が0.05未満の場合は0.0の表示となります。

＊表示単位未満を端数処理しているため、構成比が一致しないことがあります。

合　　　　　　計

区　　　　　　分

２年度 元年度 比　　　　較
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（３）歳出（性質別） （単位：千円、％）

補正前額 4月補正額 補正後累計額 構成比 同期予算額 構成比 増減額 増減率

義務的経費 11,100,282 100,970 11,201,252 50.5 10,465,692 46.5 735,560 7.0

1 人件費 5,000,432 0 5,000,432 22.5 3,808,204 16.9 1,192,228 31.3

2 扶助費 3,397,071 100,970 3,498,041 15.8 3,860,831 17.2 △ 362,790 △ 9.4

3 公債費 2,702,779 0 2,702,779 12.2 2,796,657 12.4 △ 93,878 △ 3.4

投資的経費 2,673,254 6,950 2,680,204 12.1 3,481,740 15.5 △ 801,536 △ 23.0

4 普通建設事業費 2,673,254 6,950 2,680,204 12.1 3,481,740 15.5 △ 801,536 △ 23.0

5 災害復旧事業費 0 0 0 0.0 0 0.0 0 0.0

6 失業対策事業費 0 0 0 0.0 0 0.0 0 0.0

その他の経費 8,086,464 207,080 8,293,544 37.4 8,552,568 38.0 △ 259,024 △ 3.0

7 物件費 3,342,154 106,980 3,449,134 15.6 3,920,835 17.4 △ 471,701 △ 12.0

8 維持補修費 335,275 0 335,275 1.5 298,963 1.3 36,312 12.1

9 補助費等 2,970,797 100,100 3,070,897 13.8 3,022,800 13.4 48,097 1.6

10 積立金 153,866 0 153,866 0.7 113,911 0.5 39,955 35.1

11 投資及び出資金 100,500 0 100,500 0.5 500 0.0 100,000 20,000.0

12 貸付金 50,000 0 50,000 0.2 50,000 0.2 0 0.0

13 繰出金 1,113,872 0 1,113,872 5.0 1,125,559 5.0 △ 11,687 △ 1.0

14 予備費 20,000 0 20,000 0.1 20,000 0.1 0 0.0

21,860,000 315,000 22,175,000 100.0 22,500,000 100.0 △ 325,000 △ 1.4

＊構成比が0.05未満の場合は0.0の表示となります。

＊表示単位未満を端数処理しているため、構成比が一致しないことがあります。

合　　　　　　計

区　　　　分
２年度 元年度 比　　　　較
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令和２年度４月補正予算　事業の概要

【適正な土地利用の推進】

【居住環境の充実】



① 安全安心対策　113,930千円（市独自 113,930千円）

➣災害緊急時備蓄品費（危機管理課）　101,320千円

医療や介護、学校・保育園等の従事者の安全確保および

避難所の感染症対策を強化するための資材を整備と備蓄

➣緊急医療対策事業（健康推進課）　6,400千円

感染者急増による緊急時への備えとして陰圧テントを購入

➣医療従事者応援事業（健康推進課）　480千円

新型コロナウイルス感染症に対応する市内医療機関の医療従事者へ宿泊施設を提供

➣公共施設等緊急安全対策事業（管財課）　3,000千円

市役所等の各施設の受付カウンターにアクリルパネルを設置

➣Ｗｅｂ会議システム整備事業（市長戦略室）　2,190千円

３密（密閉・密集・密接）での会議や打合せを回避しつつ行政サービス等の安定的な

提供を継続するためにＷｅｂ会議システムを整備

➣保育園ＩＣＴ化事業（子育て支援課）　260千円

登園自粛や欠席、検温記録など保護者との連絡をより円滑に行うためのシステムを整備

➣おうちで元気事業（我が事丸ごと推進課）　280千円

高齢者の健康維持を目的に、自宅でできる運動等の情報を発信

② 家計対策　100,970千円（市独自 100,970千円）

➣子育て・地域サポート事業（子育て支援課）　86,470千円

子育て世帯を応援し、地域経済の活性化にもつなげるため、子育て世帯へ

子ども１人あたり１万円を支給

対　象：令和２年４月１日時点で18歳未満の子ども

➣ひとり親家庭等応援事業（子育て支援課）　2,100千円

ひとり親家庭等の生活を支援するため対象家庭に５千円を支給

対　象：令和２年４月１日時点のひとり親家庭

➣障害者生活支援金（福祉課）　2,000千円

福祉就労者の請負作業等の減少により、収入が不安定になる障害者に

生活支援金を支給
支 給 額 ：Ａ型就労者１万５千円、Ｂ型就労者１万円

➣住居確保継続支援事業（福祉課）　900千円

国による住居確保給付金の対象者拡大に合わせ、実質家賃額との差額を

上乗せして支給（上限３万円）

新型コロナウイルス感染症対策の強化
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➣後期高齢者生活応援事業（介護長寿課）　9,500千円

免疫力が低く重症化しやすい後期高齢者の感染予防に向けて、衛生的な生活を

応援するため非課税世帯の方に１人あたり５千円を支給

➣緊急雇用対策

雇用情勢の悪化による影響を受けた方への緊急雇用対策として、市会計年度

任用職員として働くことを希望される方を募集します

③ 経済対策　100,100千円（市独自 76,500千円）

➣石川県新型コロナウイルス感染拡大防止協力金（商工課）　23,600千円

県の休業要請に応えた事業者に対する協力金の市負担分

協 力 金 ：中小企業50万円、個人事業主20万円

負担割合：石川県2/3、能美市1/3

➣能美市新型コロナウイルス感染拡大防止協力金（商工課）　5,000千円

県の休業要請対象となる業種であるが、休業期間や面積要件で県協力金の対象外と

なった事業者が感染拡大防止のため自主的に7日間以上休業した場合に支援

対象期間：令和２年５月１日～５月10日

協 力 金 ：10万円

➣生活必需品販売持続化支援給付金事業（商工課）　5,000千円

令和２年１月から６月のいずれかひと月で売上が前年同月比30％以上50％未満

減少している国の持続化給付金の対象とならない事業者のうち、県休業要請対象外の

生活必需品の販売事業者を支援

給 付 額 ：10万円

➣事業継続緊急支援事業（商工課）　52,000千円

新たに持ち帰りや配達サービス、インターネットを活用した取り組み等を行う

事業者等に対して支援

補 助 率 ：10/10

限 度 額 ：事業者10万円、団体50万円

➣商工業振興資金信用保証料補助金（商工課）　10,000千円

信用保証料の補助対象に能美市中小企業経営支援融資を新たに追加

補 助 率 ：10/10

限 度 額 ：30万円

➣大型観光施設支援事業（商工課）　4,500千円

感染拡大による影響が大きい市内大型観光施設を支援

一般会計総額　３１５，０００千円
（市独自　２９１，４００千円）
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■能美市役所各課（室）連絡先一覧

・能美市役所 〒923-1297　石川県能美市来丸町1110番地

 電 話 ： 0761-58-1111（代表）

 ＦＡＸ ： 0761-58-2290（代表）

・寺井分室

・根上分室 〒929-0192　石川県能美市大成町ヌ118番地（根上総合文化会館内）

部名 電話 FAX 場　　　　所

総務課 58-2200 58-2290 能美市役所　南棟２階

　秘書室 58-2202 58-2290 能美市役所　南棟２階

財政課 58-2203 58-2290 能美市役所　南棟２階

　行財政改革推進室 58-2203 58-2290 能美市役所　南棟２階

管財課 58-2205 58-2290 能美市役所　南棟２階

危機管理課 58-2201 58-2290 能美市役所　南棟２階

市長戦略室 58-2204 58-2291 能美市役所　北棟２階

地域振興課 58-2212 58-2291 能美市役所　北棟２階

税務課 58-2206 58-2292 能美市役所　北棟２階

債権管理課 58-2207 58-2292 能美市役所　北棟２階

市民窓口課 58-2213 58-2293 能美市役所　北棟１階

　市民相談室 58-2214 58-2293 能美市役所　北棟１階

　根上窓口センター 58-2215 55-4113 根上窓口センター １階

　寺井窓口センター 58-2216 58-2299 寺井分室　１階

生活環境課 58-2217 58-2292 能美市役所　北棟２階

　美化センター 51-2471 51-5029 能美市美化センター

福祉課 58-2230 58-2294 能美市役所　北棟１階

子育て支援課 58-2232 58-2293 能美市役所　北棟１階

介護長寿課 58-2233 58-2292 能美市役所　北棟２階

我が事丸ごと推進課 58-2234 58-2292 能美市役所　北棟２階

健康推進課 58-2235 58-6897 能美市健康福祉センター　サンテ　１階

保険年金課 58-2236 58-2293 能美市役所　北棟１階

企画振興部

市民生活部

総務部

〒923-1198　石川県能美市寺井町た35番地

課(室)名

健康福祉部



部名 電話 FAX 場　　　　所

土木課 58-2250 58-2298 寺井分室　２階

建築住宅課 58-2251 58-2298 寺井分室　２階

都市計画課 58-2252 58-2297 寺井分室　２階

上下水道課 58-2260 58-2296 寺井分室　１階

商工課 58-2254 58-2297 寺井分室　３階

　企業誘致推進室 58-2255 58-2297
北陸先端科学技術大学院大学
産学官連携本部棟　１階

　産学官金連携推進室 58-2255 58-2297
北陸先端科学技術大学院大学
産学官連携本部棟　１階

観光交流課 58-2211 58-2297 寺井分室　３階

農林課 58-2256 58-2297 寺井分室　３階

会計課 58-2225 58-2293 能美市役所　北棟１階

教育総務課 58-2270 55-8530 根上分室　２階

学校教育課 58-2271 55-8530 根上分室　２階

まなび文化課 58-2272 55-8555 根上分室　１階

スポーツ振興課 58-2273 55-8555 根上分室　１階

58-6320 58-6299 能美市消防本部

能美市立病院 総務課 55-0560 55-0815 能美市立病院　１階

議会事務局 議事調査課 58-2240 58-2295 能美市役所　北棟３階

監査委員事務局 58-2245 58-2293 能美市役所　南棟１階

◆その他の所在地

・根上窓口センター 〒929-0123　石川県能美市中町子86番地

・能美市健康福祉センター　サンテ 〒923-1121　石川県能美市寺井町ぬ４8番地

・国民健康保険能美市立病院 〒929-0122　石川県能美市大浜町ノ85番地

・能美市美化センター 〒923-1213　石川県能美市坪野町リ１番地１

・能美市消防本部 〒923-1121　石川県能美市寺井町ク9番地１

・北陸先端科学技術大学院大学 〒923-1292　石川県能美市旭台1番地１

消防本部

教育委員会

課(室)名

土木部

産業交流部
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能美市総務部財政課 

〒923-1297 石川県能美市来丸町 1110 番地 

TEL 0761-58-2203 FAX 0761-58-2290 


